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本稿は、太平洋に浮かぶ 14 か国の島嶼国（以

下、太平洋島嶼国）と中華人民共和国（以下、中

国）の関係を主に扱う。太平洋島嶼国は、日本で

の一般的な認知度は低いが、様々な側面で日本と

の関係は深い。歴史的にみれば、同地域には日本

が国際連盟の委任統治をおこなった国や太平洋

戦争で激戦地となった土地もあり、戦後には積極

的な開発援助・経済協力を実施しており、親日的

な国も多い１。 

2018 年 5 月 18 日から 19 日、日本政府は 3 年

に一度開催する「太平洋・島サミット（以下、

PALM）」を福島県で実施し、メディアの注目を集

めた。他にも「太平洋諸島フォーラム（PIF）」な

どの地域レベルの協議枠組みを通じて政府間交

流を継続している。また、2019 年に日本開催の

ラグビーワールドカップを控える日本代表には、

フィジー、サモア、トンガにルーツを持つ「アイ

ランダー」が多く加入しており、近年ではスポー

ツ交流を通じても関係が深くなってきている。 

こうした太平洋島嶼国に対して、急速にプレゼ

ンスを増大しているのが中国である。中国のプレ

ゼンスの拡大自体は、中国の経済大国化にとも

なって他の地域にも見られる普遍的な現象であ

ろう。他方で、太平洋島嶼国におけるそれには独

自の背景も存在する。本稿では、中国における太

平洋島嶼国の戦略的位置づけを踏まえて関与の

様態を明らかにし、それがもたらす南太平洋地域

への影響と展望についても検討したい。 

 

 

 近年、中国の太平洋島嶼国に対する関与の拡大

が注目されはじめている。日本のメディアでも一

部で報じられるようになっているが、特にオース

トラリアやニュージーランド（以下、NZ）におい

て警戒感が広がっている。最近では、フィエラバ

ンティウェルズ豪国際開発太平洋相が中国の太

平洋島嶼国に対する援助に対して「太平洋が無用

の建物であふれている」と批判したり、中国がバ

ヌアツで軍事化の可能性がある港湾開発を進め

ていることに対して、アーダーン NZ 首相が軍事

化反対の旨コメントしたことが代表的な例であ

る２。 

 なぜ中国は太平洋島嶼国への進出を強めてい

るのか。中国が同地域を重視する第一の理由は台

湾問題である。台湾は、2018 年 5 月 25 日現在、

世界で 18 か国と国交を結んでいるが、そのうち

太平洋島嶼国が 6 か国（キリバス、ソロモン、ナ

ウル、ツバル、パラオ、マーシャル）を占める。

中国は、台湾が馬英九・国民党政権時には、同政

権との友好関係を重視して外交関係の争奪戦を

しない「外交休兵」の状態を維持していたが、2016

年に蔡英文・民進党政権に政権交代したことを機

に、同政権の「独立志向」を牽制するために台湾

と外交のある諸国家に外交攻勢をかけている。既

に中国は、台湾と国交を結んでいたサントメ・プ

リンシペ、パナマ、ドミニカ共和国、ブルキナファ

ソとの国交樹立に成功し、欧州で唯一台湾と国交

があるバチカンとの接近も注目されている。 

こうした観点からすれば、太平洋島嶼国は、中

中国の太平洋島嶼国への進出と「一帯一路」構想 
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国と台湾の外交関係をめぐる争奪戦が今後本格

化する地域といえよう。既に中国は国交を結んで

いる太平洋島嶼国に対して、より厳しく「一つの

中国」原則を守るよう要求している。例えば、パ

プアニューギニアに対して台湾代表署の名称に

「中華民国」を使用しないよう中国が圧力をかけ

た結果、代表署の名称は「中華民国駐パプア

ニューギニア商務代表団」から「台北駐パプア

ニューギニア経済文化オフィス」へと変更された

３。また、中国は台湾と国交を結ぶ太平洋島嶼国

にも経済的関与を強めている。マーシャルは中国

と国交がないにも拘らず、2017 年には貿易額が

31 億ドルにのぼり、この額は日本とマーシャル

の貿易額を遥かに凌ぐ４。また、全人口が約 2 万

人のパラオには、2015 年だけで 8 万人余りの中

国旅行客が渡航したとされる５。 

中国が太平洋島嶼国へ関与を強めている第二

の背景は、豊富な海洋資源であろう。太平洋島嶼

国は広大な排他的経済水域（以下、EEZ）を有す

るため、漁業、資源開発の可能性を秘めている。

太平洋島嶼国 14 か国の EEZ の合計は 1906 万㎢

に及び、これは日本の EEZ（447 万㎢）の 4 倍以

上である。中国の EEZ は日本よりも狭く、なおか

つ中国が主張する海洋権益をめぐり周辺諸国と

紛争を抱えている。近年では、経済発展にとも

なって海洋資源の国内需要が急増する中国に

とって、太平洋島嶼国の豊富な海洋資源は大きな

魅力に映る。 

2018 年 3 月初頭に訪中したトンガのトゥポウ

6 世国王と習近平との首脳会談の後に発表され

たコミュニケで「（中国・トンガの）両国は貿易

投資、農漁業、自然エネルギー、海洋資源保護及

び持続的開発などの領域の協力を強化すること

を同意」し、「（中国は）トンガの農漁業産品の中

国市場への更なる進出を歓迎する」とされたこと

からも中国の姿勢が分かる６。より具体的な事業

を挙げれば、クック諸島では同国海域におけるマ

グロ・カツオの有効期限付きの調査ライセンスや

漁業権を中国が取得し、中国企業が同地域に漁業

加工工場開発を進めるなどの動きがある７。また、

中国漁船の遠洋への進出が増える中、同地域に仏

領ポリネシア、ウォリス・フツナ、ニューカレド

ニアなど海外領土を有するフランスには、同地域

における中国漁船による違法操業に対する懸念

が存在する。 

第三に南太平洋の地政学的な重要性が挙げら

れる。太平洋島嶼国は、日本から台湾、フィリピ

ンを通るいわゆる第一列島線と日本からグアム

へ至る第二列島線、さらには米太平洋軍司令部が

あるハワイの南側海域に広範囲に広がっており、

インド洋、南シナ海から太平洋へ抜けるシーレー

ンの要所が存在する。中国軍が南シナ海や東シナ

海から西太平洋へと活動を拡大させるなか、太平

洋における米軍のプレゼンスを南側から牽制す

る観点から太平洋島嶼国は戦略的に重要な位置

にある。中国は西太平洋海域において、米軍潜水

艦の動向を監視することに利用可能な音響感知

センサーを通じた監視ネットワークシステムを

構築しているとの報道もある８。 

 

 次節で具体論に入る前に、全般として指摘すべ 

以上を踏まえると、中国は太平洋島嶼国との関

係強化の動きを今後も続けると考えられる。それ

では中国はいかに太平洋島嶼国へ関与を拡大し

ているのか、以下で見てみたい。 

中国と太平洋島嶼国との公的な関係は、2010

年頃まで緊密とはいえなかった。中国は 2006 年、

国交を結んでいる太平洋島嶼国との間で「中国・

太平洋島国経済発展協力フォーラム」を開催（当

時の温家宝首相が出席）し、ようやく国家指導者

レベルの多国間対話枠組みを持つに至った。その

後、しばらく停滞していたが、習近平政権になっ

てから再び太平洋島嶼国とのハイレベル交流が

活発になった。2013 年に第 2 回中国・太平洋島

国経済発展協力フォーラムを広州で開催し、汪洋

副首相（当時）が出席した。その後、間もなく 2014

年 11 月に習近平国家主席がフィジーを訪問し、

国交のある太平洋島嶼国 8 か国との首脳会談を

関与の様態：「一帯一路」構想との接合 
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開き、同会議で習近平は、①「相互尊重・共同発

展の戦略パートナーシップ」の構築、②ハイレベ

ル交流の強化、③海上のシルクロードを中心とし

た実務協力の深化、④人文交流の拡大、⑤多国間

協調の強化の 5 点を提案したのである９。ここで

初めて公的に「一帯一路」構想と太平洋島嶼国が

結びつけられたのである。 

かくして 2015 年 3 月に国家発展改革委員会、

外交部、商務部が共同で発表した海上のシルク

ロードに係る政策文書では、「中国の沿海から南

シナ海を通って南太平洋にかけて」が海上のシル

クロードの重点の方向の一つとされ、太平洋島嶼

国外交は「一帯一路」構想に組み込まれた。これ

は同地域との経済貿易協力、農業漁業、海洋、エ

ネルギー、インフラ建設などの協力強化や自由貿

易協定の締結等が今後進められることを意味す

る。2017 年 3 月に北京で開催された「一帯一路

国際協力サミット」でも太平洋島嶼国からフィ

ジーのバイニマラマ首相が招待され、習近平は同

首相との会談で「中国はフィジーにおける貿易、

投資、農業技術、エコロジー等の領域における協

力を強化し、より多くの中国企業がフィジーで投

資・起業し、より多くの中国人旅行客がフィジー

を旅行することを奨励する」と発言した１０。 

中国による経済支援も急増している。オースト

ラリアのロウィ研究所によれば、2006 年から

2016年までの 10年間の太平洋島嶼国に対する援

助額は、オーストラリアの約 77 億ドル、米国の

約 19 億ドル、日本の約 12 億ドルに対して中国

は約 18 億ドルである１１。近年、中国は急速に援

助額を増加させており、それまで太平洋島嶼国へ

の最大の援助供与国であったオーストラリアの

地位が脅かされつつある。例えば、フィジーに対

しては、2015 年までの 10 年間でオーストラリア

が 2 億 5 千万ドルを提供したのに対して、中国

は 3 億 3 千万ドル提供するなど、一部の国では

既に逆転している１２。また、パプアニューギニア

やソロモン諸島においてもオーストラリアのプ

レゼンス低下の傾向が見られるという１３。冒頭

の中国の経済援助に対する批判は、こうした急激

な中国の進出によって自国の地位が脅かされて

いるオーストラリアの危機感が背景にある。 

また、中国は経済だけでなく文化交流にも力を

入れている。中国政府は 2013 年の第 2 回中国・

太平洋島国経済発展協力フォーラムで 4 年間に

2000 名分の奨学金の提供とともに技術専門家の

育成を支援することを約束し、2014 年の習近平

のフィジー訪問時には 5 年間で 5000 の各種研修

プログラムの実施を表明した１４。また、2012 年

9 月にはフィジーの首都スバにある地域最大の

南太平洋大学に孔子学院を設立し、そこを拠点に

中国語や中国文化の教育普及を実施している。さ

らに、現在、フィジー、トンガ、バヌアツでは CCTV

（中国中央電視台）の無料放送がなされている。 

中国における太平洋島嶼国の研究体制も強化

されている。もともと太平洋島嶼国に関係する研

究機関として中山大学大洋州研究センターが存

在したが、山東省の聊城大学に太平洋島国研究セ

ンター（2012 年）、広東省の外語外貿大学に太平

洋島国戦略研究センター（2015 年）、北京外国語

大学に太平洋研究センター（2017 年）が次々に

設立されるなど研究体制が強化されている。太平

洋島嶼国地域に約 7 万人（このうち、フィジーに

約 2 万人、パプアニューギニアに約 1 万人、混血

も地域全体で 3 万人）いるとされる華僑の存在も

無視できない１５。 

さらに、今後注目すべき点として、軍事プレゼ

ンスの拡大につながる可能性のあるインフラ開

発や港湾開発、軍事外交の動きがある。聊城大学

太平洋島国研究センター研究員の梁甲瑞氏は、同

地域において海上シルクロードを推進するうえ

で、石油輸送など海外利益の保護に重要な役割を

果たす戦略的な支点となる港湾の開発を進める

ことを主張する１６。より具体的には、フィジーの

スバ港、パプアニューギニアのアネワ港とモレス

ビー港、バヌアツのルーガンビル港の 4 つが太平
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洋航路上戦略的な位置にあると指摘し、こうした

港湾の開発に関与するために政府間協力、経済協

力を積極的に進めることを提言している。特に、

バヌアツのルーガンビル港開発の動向は注目さ

れる。既に上海建工集団がルーガンビルの埠頭回

収・拡張工事事業を受注し、2017 年上半期に竣

工した１７。冒頭でも触れたが、こうしたバヌアツ

の港湾開発が、今後の中国海軍艦の定期的な寄港、

補給、補修などを許可する協定締結につながり、

これが軍事拠点化への布石となる可能性がある

ことから、オーストラリアや NZ の安全保障上の

懸念を呼んでいる１８。また、2013 年末までに中

国の遠洋宇宙観測船「遠望 6 号」などが 8 回ほど

調査終了後にスバ港に寄港して設備修理、物資補

給などを行っている他、2014 年 9 月にも中国海

軍の医療船がモレスビー港に訪問して医療サー

ビスなどを提供している１９。こうした軍事外交

は、同地域への支援となる一方、ジブチや他地域

における港湾開発に見られるように中国の軍事

的関与の拡大や軍事拠点建設につながる可能性

も否定できない。 

 

 

こうした中国の関与の増大は、同地域の秩序に

いかなる影響をもたらすのだろうか。 

第一に、太平洋島嶼国の中国依存が進むかもし

れない。中国の太平洋島嶼国への関与政策は経済

貿易協力が中心となって進んでいる。この意味で

は「一帯一路」構想における他の地域へのアプ

ローチと大きく異なるところはない。 

しかし、太平洋島嶼国の多くが、主要産業の海

洋資源、旅行業に依存しており、国力、人口、経

済規模を考慮すると、中国の影響力は相当に大き

いと見るべきであろう。先述したパラオへの中国

人旅行客の流入はパラオ国内の政治経済状況に

大きな影響を与えており、ビジネス界や議会を中

心に中国との関係強化を進めようとする動きが

出てきている。中国側の論理を見れば、経済協力

を軸にして戦略協力を促進し、さらには「運命共

同体」を構築するという。こうした「運命共同体」

が何を指すかは定かではないが、経済規模の違い

から生まれる経済関係の深まりは相互依存では

なく一方的な依存関係を生み、さらに中国はこう

した経済依存を、重要な問題で相手に妥協を迫る

ためのパワーに転化することを厭わない。バヌア

ツ、サモア、トンガなど既に多額の債務を抱えて

いる国家もあり、他の地域での類似事例を踏まえ

ると、こうした傾向が続くことには注意が必要で

あろう。 

第二に、中国の急速な関与の拡大は、南太平洋

地域に利害を有する大国による戦略的競争を促

すかもしれない。地域大国のオーストラリア、太

平洋島嶼国と伝統的な関係を持つ日米、中国と外

交競争を展開する台湾、同地域に旧植民地や領土

を持つイギリス、フランスなど、それぞれ同地域

に利害を持って関与している。こうしたなかで新

興国の中国の影響力拡大は著しく、尚且つ既存の

大国とは関与の方向性が異なるため、これらの国

の警戒を呼んでいる。 

フィジーは、2006 年 12 月にクーデターによっ

て軍事政権となったが、民政復帰を求めるオース

トラリアや NZ など西側諸国から経済制裁を受け、

厳しい孤立状態に陥った。こうした状況のなかで

経済援助による助け舟を出したのが中国であっ

た２０。これを歓迎したフィジーは、2010 年に

「ルック・ノース」戦略を提起してアジア太平洋

国家との関係強化を図り、現在は中国の海上のシ

ルクロードとの接合を図っている。こうした動き

に懸念を強めたオーストラリアや NZ は再び太平

洋島嶼国への経済援助の強化を図っている。 

習近平は、2018 年 3 月のトンガのトゥポウ６

世国王との会談において、「中国は、トンガが小

さな島嶼の発展途上国として、経済社会発展過程

における特殊な挑戦に直面していることを知っ

ており、能力の及ぶ範囲でトンガにいかなる政治

的コンディショナリティもつけない経済技術支

援を続けたい」と述べた。「一つの中国」原則の

遵守以外の政治的なコンディショナリティをつ

中国の進出による太平洋島嶼国への影響 
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けない経済援助は、民族間摩擦、政治体制など国

内問題を抱える一部の太平洋島嶼国にとって魅

力となりうる。 

他方で、中国による急速に増大するプレゼンス

がそのまま太平洋島嶼国に受け入れられるとい

うわけでもない。一部の太平洋島嶼国においては、

中国に対する警戒論は徐々に広がっているよう

である。例えば、パラオでは、中国側の自粛も関

係しているが旅行客数は 2017 年に減少に転じて

いるし、マーシャル諸島でも 2016 年から 2017 年

にかけて対中貿易総額が減少している。また、太

平洋島嶼国間でも海洋権益をめぐる対立も存在

し、中国はこうした問題を無視して関与拡大を続

けることは難しいだろう。さらに、軍事的側面に

目を向ければ、米国は、パラオ、ミクロネシアに

対して防衛義務を負っており、1952 年から毎年

12 月にミクロネシア諸島へ援助物資を投下する

「クリスマス・ドロップ」作戦を実施する等、同

地域に対して圧倒的な軍事プレゼンスを有して

いる。この点について、中国国内で南太平洋地域

では協力を主にして米国の地位に挑戦すべきで

ないとする声もある。 

中国のプレゼンス拡大は、一方において大国間

の戦略的競争を促し、他方において太平洋島嶼国

の選択肢を広げることを意味する。その結果、太

平洋島嶼国は既存の大国と新興の中国とのそれ

ぞれの関係を利益の天秤にかけながら外交を展

開する局面が増えるかもしれない。 

 

 

以上のように、中国は近年、「一帯一路」構想

の下で太平洋島嶼国地域に対して経済交流を中

心に、文化交流、港湾開発を含めたインフラ開発、

軍事外交を進め、急速に関与を拡大させている。

翻って日本は第 8 回 PALM 首脳宣言で「自由で開

かれたインド太平洋戦略」を盛り込み、同地域と

の関係を強化する姿勢を明確にした。こうした戦

略的観点から同地域への関与を進める以上は、中

国の拡大する関与とその影響に無関心でいるべ

きでないだろう。 

当然ながら、中国の進出がもたらすポジティブ

な側面にも目を向ける必要がある。中国は、自然

災害に対するガバナンス能力の向上、気候変動に

関する協力を進めている。これらは日本政府も重

視しており、対象国のニーズを踏まえて補完し合

える協力可能な分野かもしれない。 

他方で、懸念の一つは、太平洋島嶼国の急速な

対中経済依存が進み、これが同地域の持続可能な

発展を阻害したり、中国の軍事プレゼンスの増大

を招きかねないことである。こうした観点から、

太平洋島嶼国における経済の自立性と地域の一

体性の向上を支援することが重要である。特に同

地域にとって、経済資源の偏重、気候変動、自然

災害が大きな問題である。第 8 回 PALM で自立的

かつ持続可能な発展に向けて、海洋保全や防災能

力のための無償資金協力が太平洋島嶼国へ約束

されたのは、こうした方向性と合致していよう。

これらと合わせて、同地域の経済資源の多角化や

国際法認識の促進、HA／DR（人道支援・災害救

援）能力向上に向けて、貿易・投資、技術・人材

交流の促進もより一層進めるべきであろう。 

また、同地域に共通する人気スポーツであるラ

グビーを通じた文化交流は、同地域の一体性の向

上と日本との関係強化の両面から検討する価値

があろう２１。2019 年にラグビーワールドカップ、

2020 年に東京オリンピック・パラリンピックを

開催する日本は、スポーツ・文化交流で太平洋島

嶼国との関係強化を図る良い立場にある。 

また、防衛協力の面では、2018 年 3 月の東京

ディフェンス・フォーラムにフィジー代表団を初

めて招待するなど、同地域との防衛交流を強化し

ている。他方で、日本の防衛省・自衛隊において

は、日本周辺の安全保障環境が厳しくなっている

ことに加え、他の地域との防衛交流が活発になっ

ているなか、同地域へ傾けるアセットは限られる。

こうした事情を踏まえると、太平洋島嶼国との防

おわりに 
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衛交流の強化は、米豪ＮＺ、さらには英仏といっ

た有志国との情報共有や連携が重要になる。例え

ば、米海軍太平洋艦隊が実施するパシフィック・

パートナーシップへ日本が参加していることは、

この良い例である。2007 年から実施されている

同事業は、東南アジアやパラオなどの太平洋地域

を艦艇等が訪問し、各種医療活動などの支援・交

流を実施するものである。また、周辺海域の警戒

監視能力向上の支援という観点から、日本財団が

パラオに対して巡視船 1 隻、パトロール艇 1 隻

を供与し、人材育成にも取り組んでいるが、オー

ストラリアも同地域へ巡視船を提供しているこ

とから、他国の動きとの相乗効果を視野に入れる

ことも必要であろう。さらに、自衛隊の活動とし

て、オーストラリア軍との共同訓練などに合わせ

て同地域島嶼国に立ち寄り、HA／DR 能力向上の

ための能力構築支援を実施することなども考え

られる。 
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